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はじめに
　本稿では、中国農業が直面する構造転換の課題について考察する。中国における農業の

「適度規模経営」（生産条件に合った適正な大規模経営）を探求し、今後の農業生産様式、
及び農業政策の方向性を明らかにする。
　改革・開放（1978）政策がスタートして40年を経て、中国は世界２位の経済大国へ躍進
したが、一方で、農業の国民経済に占める割合は急速に縮小した１）。ペティ＝クラークの法
則２）によると、国民経済に占める農業シェアの縮小は必然な趨勢として考えられるが、中
国の農業は比較的に劣位化に陥れることも確実に顕著化している。
　改革・開放以降、中国の農村において、農業集団化を図った「人民公社」３）の解体につれ
て、「農家請負制」４）への改革がスタートした。「農家請負制」の普及によって、個々の農家
は、誰もが耕地を請負うことができるようになった。ただし、農家１戸（世帯）当たりの
農地面積は平均８ムー５）未満、田んぼ１枚の面積も平均１ムー未満となっており、非常に
細分化している状態となる。これまでは「農家請負制」を中心とした小規模農業経営の生
産様式が、農村住民の食料や衣服、所得など諸問題の解決の役割を果たし、農民の労働意
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欲を引き出したと見なされ、高く評価されてきた。また、農村社会を安定させるため、就
業の「蓄水池」６）（調整弁）の役割もある。このため、「農家請負制」は今日に至っても、中
国の農村社会に重要な役割を果たしていると考えられてきた。
　しかし近年、中国農業の相対的な低収益性に起因する農村労働力の離農、耕作放棄、耕
地利用率の低下などの衰退現象が、ますます顕著となっている。周知のように、人口が多
く、耕地として利用可能な土地が限られていることは中国の基本状況である。経営規模の
零細性を克服しない限り、農民の農外流出、農村人口の減少と高齢化の進行によって、土
地利用率や食糧自給率の低下は免れない。
　こうした深刻な課題を鑑み、農地利用の合理化や農業競争力の向上を実現するため、中
国政府は次々に農業再編の誘導政策を打ち出した。その結果、「適度規模経営」は人々にな
じみ深い言葉となっている。より高い生産効率、より高い所得を得るための大規模農業経
営モデルが、今日ほど重視されたことはない。社会環境の変化に伴い、昔のような粗放型
の生産様式がもはや中国農業に適応し難い状況になったと考えられる。中国の農村は、も
はや自作農による零細農業経営の世界ではなく、農業も単なる自給自足のものではない７）。
まさに大きな曲がり角を迎えたといえるであろう。
　本稿では、厳しい農業衰退の現状の下で、「適度規模経営」の必要性を検証するため、経
営規模と経済成長、土地生産性、労働生産性の相関関係を理論的に解明し、また「誘発的
イノベーションの理論」を援用し、Giovanni Federico、速水佑次郎らの先行研究を通じて
経営規模と農業生産効率の関連性を検証する。さらに、中国農村における人口流動と土地
集積の実態を把握する上で、応用価値のある「適度規模経営」について先行研究による推
計結果を正しく分析しながら、中国農業の将来性を検討する。

１．中国農業発展の実態と問題点
（１）農業寄与率の低下
　現在の中国社会では、食料価格よりも住宅価格のほうが注目を集めており、経済発展の
原動力も農業より不動産業に向いているようである。なぜかと言うと、工業化・都市化の
急速な発展は、多くの人々の視線を農業分野から逸らしたからである。2016年、不動産業
がGDPに占める寄与率は7.8％で、前年度の2.4％より３倍以上も増えた。一方、過去10年間
のGDPに占める農業の平均寄与率はわずか５％ぐらいで、最大でも5.2%を超えられなかっ
た。
　中国では、中央一号文件８）は16年間連続「三農問題」９）に焦点を当て、近代化の推進のな
かで「三農問題」の克服が最も重要だと繰り返し強調した。一方、農業は国民経済の基盤
として、10年間の高度経済成長期を経たにもかかわらず、GDPに占める農業の寄与率は低
水準のままである（図１）。
　その原因を追究すれば、農業収益の低下を窺い知ることができる。表１に示したように、
１ムー当りの穀物を生産するために、人件費、土地コストを含む生産投入が増大する一方、
純利益がマイナスになる（表１）。2009年は192.4元の純利益を獲得していたが、2016年にな
ると、80.3元の赤字になることで、マイナス141.7％と大幅に下落した。
　2017年には、中国農業の付加価値額は6.5兆元に達したが、全国各郷村に割り当て分配す
れば僅か３万元に過ぎず、第２次、第３次産業のそれぞれ１/６に相当する。農業収益の低下
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に関して、生産投入の増大と経営規模の過小化が原因だと考えられる。王善高ら（2017）
は、1985年から2014年まで、中国の三大穀物（米、小麦、トウモロコシ）の生産コストに
ついて分析を行った10）。その結果、やはり要素価格の変化が食糧生産のコスト上昇の第一原
因であり、規模の効果は第二原因である。

（２）耕作放棄の問題
　耕地資源を確保するため、中国は厳格な耕地保護制度を講じた11）。1986年、耕地の保護
は「中華人民共和国土地管理法」の施行により、法律上で履行されるようになった12）。しか
し近年、農業税の取り下げや補助金支援などの様々な農業支援策を採ったにもかかわらず、
農村人口の大量流出と耕作地放棄に歯止めがかからない。
　金芳芳、辛良杰（2018）は、中国各地域における農地放棄の分布状況を考察した。彼ら
は東部５省、中部５省、そして西部４省、合わせて14省（市）を選定し、2002年と2013年
において、農地放棄の状況を比較した（表２）。
　この14省（市）における農地荒廃率の平均値は、2002年には僅か3.2‰だったが、2013年
になると57.2‰まで上昇した。一方、耕地放棄の農家の割合は、2002年は16.4‰だったが、
2013年になると155.0‰へと急上昇した。これにより、中国の農村では2002年から既に耕作
放棄の現象が存在していることがわかった。また、こうした変化から、2013年になると耕
作放棄はより普遍的なものになったことを示唆している。そして農地放棄の農家の割合が
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図１　2008年－2017年、GDPに対する各産業の寄与率（単位：％）
（出所）中国国家統計局、『中国統計年鑑』各年版より作成。

表１　2009年と2016年における穀物の単位面積当たりの投入・純利益
（単位：元、％）

　
2009 2016
金額 金額 増加率

生産投入 600.4 1093.6 　　82.1%
人件費 188.4 　441.8 　134.5%

土地コスト 114.6 　222.3 　　93.9%
純利益 192.4 −80.3 −141.7%

（出所）『中国農業年鑑』（2010、2017）より、筆者作成。
注：�土地コストは、土地の経営管理権を所有する生産者が、生産投入した後で消耗される資

源を、特定の方法および基準に従って機会費用として計算したものである。
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荒廃率よりも高かったということから、農家は必ずしもすべての耕地を放棄しているわけ
ではないことが分かる。
　地域別で見ると、東部よりも、中部と西部の荒廃率がより高かった。2013年、東部、中
部、西部の荒廃率はそれぞれ8.1‰、69.1‰、76.5‰である。各省（市）の状況から見ると、
荒廃率が最も高かったのは山西省と重慶市で、それぞれ187.6‰、240.8‰に達した。その理
由として、山西省は中国黄土高原の被覆地域であり、重慶市も典型的な山岳地帯に位置し
ており、農地の質はどちらも低い。こうした耕作不利な条件下では、土地生産性は非常に
低く、農地放棄の現象は普遍的なことである。また、人口が多く、耕地資源が比較的に少
ない広東省の荒廃率も141.5‰に及んだ。広東省は、改革開放以来、都市化の進展に伴った
耕地の建設用地への転用が非常に顕著な地域である。最後に、華北地区と「両湖流域」13）の
荒廃率が比較的に低かったが、これはおそらく、平野が多いことや古くから農業が盛んな
地域であったからであろう。

（３）食糧安全保障問題
　過去10年間、中国の耕地面積は年間平均2.5万ha減少しており、人口は年間平均1,000万人
増加している。2017年に至って、中国人口は13.9億人に達したが、耕地面積は13,486.3万ha
であった（図２）。耕地面積の趨勢変化を見ると、2008年から2009年にかけて、一時的に増
加を遂げたが、後の８年間はほぼ低下し続けている。一方、中国の人口はずっと増え続け
ている。従って、今後10年間で、おそらく中国の人口は15〜16億人になり、１人当たりの
耕地面積は現在のものと比べ、さらに下回る可能性がある。

表２　2002年と2013年における地域別での農地の荒廃率・荒廃農地所有者の割合
（単位：‰）

地域 省市
荒廃率RL/‰ 荒廃農地所有者の割合RH/‰

2002 2013 2002 2013

東部

遼寧 　0.1 　　6.2 　4.6 　20.9

北京 　4.7 　42.4 13.9 　89.4

山東 　2.2 　　4.3 21.9 　20.2

江蘇 　0.9 　12.3 　7.1 　43.5

広東 　2.1 141.5 25.1 321.9

中部

山西 　0.0 187.6 　0.0 240.9

河南 　3.3 　12.0 　4.4 　14.8

安徽 　1.5 　39.1 23.1 203.5

湖北 　0.9 　46.0 　5.8 181.3

湖南 　2.6 　61.0 13.4 192.7

西部

雲南 17.3 　42.9 85.9 124.4

甘粛 　2.4 　64.5 　9.8 145.3

重慶 　4.9 240.8 40.8 374.1

四川 　1.4 　75.4 12.4 225.0

平均値 　3.2 　57.2 16.4 155.0

（出所）�金芳芳、辛良杰「中国閑置耕地的区域分布及影響因素研究」『資源科学』Vol.40（2018年４月）。
注：�農地放棄地の割合は、荒廃率のことを指す。荒廃率＝（荒廃農地の面積/耕地面積）×1000、荒廃

農地所有者の割合＝（荒廃農地所有者の数/総農家戸数）×1000。
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　これに基づいて、今の中国では人口増加と耕地減少による食糧安全保障の問題が不回避
な課題である。いわば、食糧需要が増え続け、食糧増産が見込まれないという危機的状況
に陥ることである。
　中国の食糧自給率14）は、2008年には既に95％の公約ラインを割り込んでおり、さらに
2010年には90％台を割り込んだ。つまり、中国政府は2008年以降「中国的糧食問題」や

「国家糧食安全中長期計画綱要（2008～2020年）」で公約した目標を放棄したと言える15）。他
方、「穀物ベース」で計算した食糧自給率は2015年に94％だったが、2017年には86％に下落
した。そのために、穀物の輸入量は年々増えている。2008年に小麦は4.3万トン、米は33万
トン、大豆は3,744万トン輸入したが、2017年にそれぞれ442万トン、403万トン、9,553万ト
ンまで急増してきた（表３を参照）。中国は世界最大の大豆の輸入国と消費国となった。こ
れも中国の農業が衰退している１つの象徴である。
　従来の考えによれば、農業大国であるが故に、食糧を国民に十分に供給できるはずだっ
たが、今日に至っては海外輸入に頼らざるを得なくなった。図３に示したように、2008年
から2017年までの10年間、食糧生産量は年々増えているように見えるが、伸び率が鈍化し
ている。詳しく見ると、2008年の食糧生産量は5.3億トンであるが、年平均2.7％増で、2017
年に6.6億トンとなった。しかし、2017年は前年と比べ僅か0.2％の増加にとどまった。こう
した状況から、中国は今、食糧生産が伸び悩む時期にあると考えられる。

表３　中国における穀物輸入の推移
（単位：万トン）

年次 小麦 米 大豆
2008 　　4.3 　33.0 3,744.0
2009 　90.0 　36.0 4,255.0
2010 123.1 　38.8 5,480.0
2011 125.8 　59.8 5,264.0
2012 370.1 236.9 5,838.0
2013 553.5 227.1 6,338.0
2014 300.0 257.9 7,140.3
2015 300.6 337.7 8,169.2
2016 341.0 356.0 8,391.0
2017 442.0 403.0 9,553.0

（出所）『中国統計年鑑』（各年版）より、筆者作成。

図２　2008年−2017年、中国における人口と耕地面積の推移（単位：万人、万ha）
（出所）�『中国統計年鑑』（各年版）、「2017年中国土地鉱産海洋資源統計公報」より、筆者作成。
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（４）人口流出の問題
　中国では、食糧生産による所得の減少は、より良い生活を送ろうという農家の目標と乖
離していく傾向がある。そして、安定した収入を求めるため、農村部から都市部へ出稼ぎ
労働者がどんどん増えてきている。それに加えて、農業リタイア現象も顕著である。農村
部の労働力は徐々に失われており、2000年において中国にはまだ８億人余りの農民が存在
したが、農村人口は減り続け、2008年、中国農村人口は７億399万人となり、2017年になる
と５億7,661万人へと、この10年間で18.1%減少した（図４）。
　表面的には、都市化・工業化の進展が農業経済にダメージを与えたように見えるが、そ
の背後の原因を分析すれば、小農経済の下での零細化、分散的な経営実態こそが近代的農
業開発の支障であると考えられる。
　他方、都市部に流入した農村人口を定住させるため、中国政府は引き続き戸籍制度の改
革を強化している。そのため、2019年における新しい都市整備の重要課題として、都市に
定住している１億人の「非戸籍」人口の定住を促進する目標を立てた16）。これは、既に都市
部に就職した農業戸籍の人、特に「農民工」に非農業戸籍を与えようという思惑であるが、
2014年の政府活動報告で強調した「３つの１億人目標」と明らかに合致している17）。
　農民が都市部に移転することは、農村部と都市部に様々な面で発展のギャップがあった
ため、当然なことであるが、長期的な視点から、必ずしも最善な選択とは限らない。都市
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図４　2008年−2017年、中国における農村人口の推移（単位：万人）
（出所）『中国統計年鑑』（各年版）より、筆者作成。
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と農村の調和の取れた社会を実現するために、上記に述べた一部の農村人口を都市に移転
し、都市住民と平等な公共サービスを享受することだけではなく、いっそう重要なことは、
都市と農村にまたがる階層的分断構造を根本的に見直し、階層分断化の要素を排除して、
農村住民に居住地の真の自由選択条件を備えさせることである。
　上述のように、国民経済への寄与率低下、耕地荒廃率の上昇、食糧安全保障、人口流出
などの問題を見てきた。これらの問題を上手く解決しなければ、食料価格上昇により賃金
への波及効果は必至となる。または、経済発展ないし社会安定の懸念材料になりかねない。
中国は今、農業構造改革を更に深めることが必要である。

２．農業経営規模に関する検討
（１）経営規模と経済成長の関係
　Eastwoodら（2010）はFAOのデータを利用して過去数十年の間に、いくつかの国の農業
経営規模の変化を纏めた18）。その結果として、１人当たりのGDPが高ければ高いほど、経営
規模は大きくなる傾向を示した。また、20世紀半ば以降、１人当たりのGDPの増加に伴い
先進国の農場規模が拡大していることも分かった。ただし、地域によって、この結論は必
ずしも成立した訳ではない。例えば、サハラ砂漠以南のアフリカ、南アジア、東南アジア、
東アジア諸国において農場の平均規模は小さいのである。そして、20世紀半ば以降、１人
当たりのGDPは大きく成長したにもかかわらず、アジアとアフリカ諸国の農場規模は逆に
縮小した。
　Chavass（1999）の研究によれば、農場経営規模への影響要因は非常に複雑である。技術
レベルのほか、取引コスト、市場の完全性、税収政策及び農家のリスク回避能力も農場経
営規模に影響している19）。それどころか、国の土地政策、農業政策の影響も少なくない。こ
のように、農業経営規模は経済成長と必ずしも相関関係があるとは言えない。
　農業経営規模と経済成長に確実な相関関係はないということが日本の事例からも言える。
1960年代以来、日本は農地の大規模化経営を取り込んだが、政府の望むところには到達し
なかった。日本では、1961年に「農業基本法」が制定され、農業経営の規模拡大を含む農
業政策を重要な目標に挙げた。その後、農業労働力は都市部の工業部門へ大幅に流出した。
これより農村労働力の減少から農地を集積して大規模経営が生み出されるはずだったが、
土地零細化の状況には大きな改善が見られなかった20）。

（２）経営規模と農業生産性の関係
　農業経営規模と農業生産性の関係を解明するため、推計モデルが用いられる。Lは労
働投入、Yは収穫量、Aは農地面積を示しており、労働生産性＝（Y/L）、土地生産性＝
（Y/A）、土地整備率＝（A/L）は以下の式で求めた。

　　A/L＝（Y/L）/（Y/A）
　つまり、土地整備率は、労働生産性を土地生産性で割ると明らかになる。このように、
土地整備率は労働生産性（Y/L）と正の相関関係、土地生産性（Y/A）と負の相関関係が
あることを示した。従って、農業経営規模と土地生産性、労働生産性の三者の関連性を見
ると、労働生産性が土地生産性より速く上昇した場合、土地整備率を高めることで農業経
営規模も拡大される。逆に、土地整備率の低下によって農業経営規模も縮小する。要する
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に、農業経営規模は労働生産性と正の相関関係が出来て、土地生産性と負の相関関係があ
る。
　農業経営規模が土地生産性と負の相関関係があると指摘したのは、ロシアのChayanov

（1926）で21）、彼は小農場がより高い収穫量を得ることを発見した。その後、Sen（1962）22）

とChand（2011）23）、Bardhan（1973）24）、Berry（1973）25）、Khan（1977）26）とRosenzweigら
（1993）27）はそれぞれインド、ブラジル、マレーシア、パキスタンに対する研究を通して類
似した結論を出した。こうした負の相関関係が存在することは、中国の夏永祥（2002）や
衛新ら（2003）、李谷成ら（2009）、王建軍ら（2012）、林本喜ら（2012）、劉鳳芹（2006）、
高夢韜ら（2006）も様々な研究で実証した。しかし、これまで多くの研究成果を積み上げ
たとしても、農業経営規模と土地生産性との負の相関関係が必ずしも変化しないとは言え
ない。例えば、Deolalikar（1981）28）はインドの272地域における過去（1970−1971年）の
データを利用して、各レベルの農業技術が土地生産性に与える影響を検証した。その結果、
低いレベルの農業技術は土地生産性向上の支障にならないが、高度な農業技術は土地生産
性の向上を拒む可能性があることを窺わせた。即ち、土地生産性と農業経営規模の間に存
在している負の相関関係は、伝統農業分野に有効であるが、技術革新に伴い発展している
農業分野の中では不利に働くかもしれない。
　他方では、農業経営規模と労働生産性との間に正の相関関係があるということは一般的
な見方である。黄祖輝ら（1998）の調査結果によると、穀物の大規模化経営を実現した農
家では、労働生産性が明らかに向上した29）。李谷成ら（2009）は、1999から2003年まで、湖
北省の農家調査データを分析したが、同じ結論を出した30）。

（３）誘発的イノベーションの理論から読み解く
　土地生産性と労働生産性の変化は何によって決められるのか。ジョン・ヒックス（1932）
の「誘発的イノベーションの理論」を基に論じてみる。彼は「生産要素の賦存量が他の要
素に比べて相対的に豊富になった時、相対的に豊富な生産要素をより多く使用し、相対的
に稀少な生産要素を節約するような方向に技術革新は起こる」と謳った31）。この理論から、
土地資源が相対的に豊富、労働力が相対的に希少な国では、農業発展の経路として労働力
節約型の技術革新に頼るはずである。これで労働生産性を土地生産性より速く向上させ、
土地整備率を高めていくのである。逆に、農業労働力が相対的に豊富、土地資源が相対的
に希少な国では、土地節約型の技術革新に傾いている。即ち土地生産性を労働生産性より
速く向上させ、土地整備率を抑制する形になる。
　速水佑次郎ら（2000）は、1960～1980年まで、農業分野における44カ国と地域の労働生
産性と土地生産性の変化を確かめた32）。この20年間、労働生産性の年平均成長率と言えば、
発展途上国は先進国のそれの１/３に及ばず、土地生産性の成長もそれと同様に行き詰まった
ようである。また、土地整備率そのものの成長率を見たら、先進国は年平均3.6%上昇した
が、発展途上国はわずか0.8%しか上昇しなかった。各国における労働生産性、土地生産性
の格差を生む原因として、労働代替品（トラクターなど）と土地代替品（肥料など）の相
違によるものだと考えられる。機械など労働節約型の技術革新を成し遂げた殆どの先進国
では、農業に対する労働力の投入が１/２～２/３ほど節約されたが、発展途上国は爆発的な人
口増と非農業部門における労働力吸収能力の欠如などの原因で、土地節約型の技術革新へ
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の転向を余儀なくされた。
　速水佑次郎らの研究を通じて、先進国は比較的に労働節約型の技術革新を採用し、発展
途上国は土地節約型の技術革新を採用するという結論はジョン・ヒックスの理論を裏付
けた。先進国においても、ジョン・ヒックスの理論を反映している。Giovanni Federico

（2011）33）は５つの先進国（日本、アメリカ、デンマーク、フランス、イギリス）を研究対
象に、1880～1980年まで100年間の農業経営規模と労働生産性、土地生産性の関係を究明し
た。その結果、１人当たりの経営規模が最も小さな日本では、土地生産性は最も高く、労
働生産性は最も低かった。一方、１人当たりの経営規模が最も大きなアメリカでは、個別
年代を除けば土地生産性は最も低く、労働生産性は最も高かったということが分かった。
そして、デンマーク、フランス、イギリスなど、１人当たりの経営規模が日米両国の中間
にある国々では、土地生産性も労働生産性も、その指標は日米両国の中間にある。
　上述のように、農業経営規模に影響する要因はいくつか挙げられるが、農業の生産効率
が農業経営規模に左右されるものと一概には言えない。中国全体の農業経営事情は複雑で
あるが、一部の地域において、政府は単なる増産のために農業経営大規模化を推進する政
策があるが、これは望ましいとは言えない34）。羅丹ら（2013）は28省の3,400の農家にサン
プル調査を通して、食糧生産の全体像を見たが、経営規模が50ムー以上に拡大すると、１
ムー当たりの収穫高が著しく低下することを示した35）。

３．中国における農地規模の選択
（１）農地流動の動向
　近年、中国では農業再編のための土地の流動化が注目されている。すなわち、農地の所
有権と使用権を分離し、農地の「転包」36）を容認して農業の集約化経営を加速させることで
ある。これを通じて、農地の使用権を有料化するほか、農民を農地への縛り付けから解放
し、土地要素市場を活性化するので非常に評価されている。
　2007年、中国は「物権法」の施行によって、土地の請負権限が用益物権としては初めて
法律上で認められた。その頃の「転包面積」は0.64億ムーであり、流動化面積比率（請負耕
地面積に対する流動化耕地の割合）はわずか5.2％である。2008年、中国共産党第17期中央
委員会第３回総会で「既存の土地請負契約を定着させ、長期有効である」と明確にされた。
同年、「転包面積」は1.09億ムーとなり、流動化面積比率も8.9％に上昇した。その後、年平
均3.3％台と流動化面積比率が増え続けているが、2017年になると、「転包面積」は5.12億
ムーとなり、請負耕地面積の約38.5％を占めることになった。なお、2013年前後、中国にお
ける農地の流動化面積比率の伸びは顕著であったが、2014年以降は低下の傾向が観察され
た（図５）。
　中国農業部の統計調査によると、2017年、中国では402.1万戸の農家の経営耕地面積が50
ムー以上に達した。これを大規模農家だとすれば、まだ総農家数の1.5％に過ぎない。その
中、経営面積は50～100ムー、100～200ムー、200ムー以上の農家がそれぞれ267.5万戸、93.3
万戸、41.3万戸、大規模農家数の66.5％、23.2％、10.3％を占めている。このことから、長期
間の土地流動化が続いたにもかかわらず、中国農業は依然として小規模経営に支配されて
いることが分かった。
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（２）兼業活動の影響−銭克明らの推計結果への批評
　銭克明ら（2014）は、農業からの収入で農家を維持させる観点に立脚し、中国食糧生産
の適正経営規模を試算した37）。彼らの計算結果には、１戸（世帯）当たりの「適度規模経
営」は、南部では30～60ムー、北部では60〜120ムーとなる。これは、異なる播種期（南部
は二期作、北部は一期作）という状況を踏まえて算出したものである。ちなみに、中国政
府も同年、「適度規模経営」に関して、「現段階の土地規模経営は、現地１戸当たり請負面
積の10～15倍に相当すべきで、農業収入は第２次・第３次産業での就業収入に相当する」
ことが明記されたが、明らかに農工間の所得格差を是正する思惑である38）。
　さて、現在の中国では、１戸当たりの経営面積は平均7.8ムーである39）。それを基にする
と、たとえば経営面積が10～15倍に拡大していくと、75～110ムーになる。これは、銭克明
らが推計した北部の「適度な」経営面積に近づいている。ただし、銭克明らの推計値が成
立したのは、専業農家の所得水準は兼業農家の収入に追いつき、農民を農村に引き留めた
という仮定を前提条件としているからである。
　しかし、農家の兼業化は決して一時的なものではなく、長期的に続けるものであると考
えられる。日本においても農家兼業化率が高い。日本では、非農業収入を中心とした第２
種兼業農家の割合は常に50%以上を占めている。近年やや減っている模様であるが、2018
年でも依然として52.2％ある40）。農家が兼業化に向かっている理由は様々あるが、兼業農家
の所得水準は専業農家より高くなることは一般的に観察される41）。そして、アメリカでさ
えも、異なる農業事業者において兼業化が進んだ42）。1997～2007年にかけて、農業事業者
の中で、主要業務が非農業分野に転じた会社農場は8.6％増加した。家庭農場、共同農場お
よびその他の農場は、非農業分野に参入する割合はそれぞれ4.8％、5.6％、10.5％上昇した。
2007年、アメリカの農業事業者で主業が農業である割合は、会社農場は64%、家庭農場、共
同農場、その他の農場はそれぞれ43%、54%、36%を占めている。
　中国も現在、兼業農家の割合が高くなったと言える。廖洪楽（2012）は、中国農業部が
吉林、黒竜江、浙江、安徽、四川など５省において調査したデータを利用し、兼業農家の
割合を計算した43）。そこで、2008年、四川省、安徽省における兼業農家の割合はそれぞれ
72％、69％を占めており、吉林省、黒竜江省における兼業農家はそれぞれ52％、51％を占

図５　2008年−2017年、中国における農地流動化の推移（単位：億ムー、％）
（出所）『中国農業統計資料』（各年版）より、筆者作成。
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めており、浙江省における兼業農家は37％を占めている。実際、農業現代化の過程に出て
くる多くの兼業農家は、農業生産の季節的な特徴と関わっている。従って、このような特
徴が存在している限り、農民は大量の空き時間を活用し、出稼ぎに行く。こうして、農家
の兼業化は必然的なものになるのである。また、農業先進国においては、高度な社会サー
ビスシステムを介して、小規模経営の農業生産を社会化した結果、農家に多くの余剰労働
時間が生じた。その一方で、彼らはこの余剰労働時間を利用して、所得増加を目的とする
兼業活動に取り組んだ。農家にとって、兼業は農業生産に投入した分散的、かつ零細的な
労働時間を比較的効率よく運用するだけではなく、大量の非農業労働時間をより効率的に
利用し、総収入を向上させることが必要である。
　2012年以来、中国では農業機械化の大きな進歩を受けて、農業生産は歴史的な変革を遂
げた。農業生産が人力・畜力から機械動力に頼る時代への転換が進む中で、中国の農作物
の耕作・播種・収穫等の総合機械化率は、2018年末67％に達している44）。機械化の向上に伴
い、農家は食糧生産への労働投入を大幅に節約できた。農家を農村に引き留め、兼業しな
いという銭克明らの仮定は、多くの農家にとっては、ありえないことであろう。専業農家
の収入による推計は、過大評価になり兼ねないのである。
　つまり、農家における適正な大規模経営面積を推計する際に、兼業収入の影響を無視で
きないのであり、こうした意味での推計結果は、銭克明らの推定よりさらに小さくなるは
ずだと考えられる。

（３）「農民工」流動の影響
　20世紀の終わり頃、中国の農地流動化率はわずか１％であった。21世紀に入ってから、

「農民工」（農村出身の出稼ぎ労働者）の数が大幅に増えてきている。
　中国人力資源・社会保障部の統計によると、「農民工」は2008年から年平均2.7％増で、
2017年に２億8,652万人に達した。農業担い手の減少は農地流動化に拍車をかけている。
　中国において、農業従事者の数と「農民工」の数の間に、一定の相関関係があるように
見える。過去10年の経験から見れば、農業労働者が減るとともに、「農民工」が増える一方
である。農村人口に占める農業従事者の割合が、2008年の42.5%から2017年の36.3%へと低
下した。その一方、「農民工」の割合は32％から49.7％へ上昇した（図６）。

図６　2008年−2017年、中国農村人口に占める農業従事者と農民工の割合（単位：％）
（出所）『中国統計年鑑』（各年版）より、筆者作成。
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　さて、もし将来において、「農民工」の流出以上に、農業従事者の数が大幅に減少する場
合、戸別経営耕地面積はどう変わるのか。都市化率に関しての一般的な見方によれば、か
なり長期間かかっても都市化率が80%を超えることは困難だと推定されるが45）、仮に2030年
頃、中国の都市化率が80％となり、人口は15億人に到達するなら、農村人口は３億人とい
うことになる。たとえば農業従事者が農村人口の約４割であれば、農業労働力は約1.2億人。
もし農業従事者が農村人口の２割に減少すれば、農業労働力は約6,000万人となる。その上、
仮に中国は今まで堅持してきた耕地保護の方針、所謂18億ムーのレッドライン46）が維持さ
れれば、先に述べた農業労働力の変動に合わせて、2030年頃、１人当たりの経営耕地面積
は15～30ムー、戸別経営耕地面積は30～60ムーだと推計される。この数値は銭克明らの推
定結果より低いが、兼業のことも考慮すればこの程度になるだろう。即ち、今後、中国農
業の戸別経営規模は長期間、数十ムーに止まるはずである47）。これも中央政府が謳った「適
度規模経営」に応じるものと言える。
　しかし、各地方の農業経営の実態をみると、まったく相違している点もある。まず、中
国の地方政府による政策ガイダンスを見ると、穀物栽培の家庭農場の経営面積に対して、
南部地域は50〜100ムー、北部地域は100ムー以上に決められた場合が多い。さらに、一部
の地域、例えば黒竜江省、寧夏回族自治区などでは、経営面積が300ムー、500ムーを超え
るケースも稀ではない。
　実際に、如何なる推定であろうと、定量的結果ではなく、その定性的な結論の応用価値
がもっとも重要であろう。どれぐらいの耕地面積が適切な経営規模だといえるのかとどの
ような経営規模に達することができるのかは、まったく違う意味を持っている。前者は

「適度規模経営」の必要性を反映しているが、後者はその可能性を反映する。とはいえ、中
国は2017年まで、経営規模が50ムー以上の農家数はわずか総農家数の1.5％に過ぎないとい
うことから、中国農業の大規模化経営の展開はまだまだ程遠いように見える。しかしなが
ら、農業産業化の進展に伴う農地規模拡大や、人口流出による農家数の更なる減少の可能
性は十分にあると推測される。また、農民工の数が増えていることは、中国農村における
兼業化の進展を裏付けた。「パート＋田植え」モデル、言い換えれば非農業を主業とし、農
業を副業とする兼業の形態は暫く中国農村社会の主流であると考えられる。
　ただし、「適度規模経営」を推進する中で、農村における出稼ぎ労働者、所謂「農民工」
の移転問題を考えなければならない。単に規模拡大のため農地を集積する取り組みが進む
と、必ず余剰労働力を生じて、深刻な社会問題になり兼ねない。要するに、「農民工」の非
農業就業に対して、強力な支援がなければ、雇用の問題が生じるからである。

４．「適度規模経営」の促進
　中国政府は以前にも土地集積と農業の大規模化経営を支持したことがある。
　1984年の「一号文件」「1984年の農村業務に関する通知」では、「有能な農家に農地を集
積することを奨励する」と、実質的に農地の集積を容認していった。1987年の中央第５号
文書「農村の改革を深く導こう」には、「北京、天津、上海市の郊外、蘇南地区と珠江デル
タで、それぞれ１つの県を選択して計画的に適度な規模で家庭農場や協同農場を作る」と
指示した。1998年党15期３中全会で採択された「農業・農村活動の若干の重大問題に関す
る党中央の決定」では、「手作業労働を主とする伝統的農業に適応するだけでなく、先進的
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な科学技術と生産手段を援用した近代的農業にも適応でき、幅広い適応性とたくましい生
命力を備えており、長期間堅持しなければならない」と指摘したが、「一部の立地条件が良
い地方で、農業集約化または住民の希望に沿うものであれば、多様なる土地の適正規模経
営を発展させる」という提案も揚げた。
　2000年以降、特に2008年以来、請負耕地を賃借する形での土地流動化が急速に進む中、
農業政策研究の視線もそれに伴って規模化経営に傾いた。2013年の「一号文件」「現代農業
の発展を加速させ、農村発展の活力を更に増強することに関する若干の意見」の中で、初
めて「規模化経営による収入向上を奨励する」と記入した。2014年、中国国務院は「農村
土地経営権の秩序ある移転を指導し、農業の適正規模経営を発展させることに関する意見」
に、「各地区、各部門において、土地の流動と適度な規模経営を促し、５年以内に土地請負
権限の認定を済ませること」と規定した。そして、2016年10月30日、中国国務院は「農村
土地所有権・請負経営権の分置弁法の完備化に関する意見」を公布した。農村土地の所有
権、請負権、経営権の「三権分置」48）を明確にしたため、農業の適度な規模経営が発展する
制度の礎を築いた。さらに、2017年の「一号文件」「中共中央、国務院の農業の供給側構造
改革の推進深化、農業・農村発展の新動力の育成加速に関する若干の意見」に、「様々な農
業の適正規模経営モデルの形成を加速させる」と明記された。農業の規模化経営に向ける
志向と、構造改革への決心を改めて示したのであった。

むすびにかえて
　以上のことから、今後、中国における農業の大規模化は、農業生産様式、ないし中国の
労働市場を大きく変え得ると考えられる。本稿では、中国農業が直面する構造転換の課題
について考察した。そして国際的な経験から、農業経営規模に関する議論を深めると同時
に、中国において、農業の大規模化の展開とともに出現してきた農村人口の動向にも触れ
た。本稿を通じて、筆者は以下のような結論を導き出した。
　第一に、中国にとっては、農業の規模化経営を促している過程において、土地生産性が
落ちることを防ぐため、土地集積には慎重に取り組むべきである。国際的な経験から、土
地と労働力の豊かさは労働生産性と土地生産性に影響を与えるといえる。農業労働力が相
対的に充実、土地資源が不足している国では、土地生産性が労働生産性より速く向上し、
農地規模の拡大を抑制している。逆に、農業労働力が相対的に少ない、土地資源が豊富な
国では、労働生産性が土地生産性より速く向上し、農地規模の拡大を促している。一般論
ではこのようであるが、中国の事情から見ると、必ずしもそうなるとは言えない。なぜな
ら、現在の中国農村部では、農村人口の都市部への流入に伴い、農業労働力の減少が既に
予想されている。また、土地資源も充実しているとは言えない。前述のように、今の中国
では、人口増加と耕地減少による食糧安全保障の問題が不回避な課題である。これを受け
て、社会安定と食糧安全のために、しばらくの間、土地集積への取り組みは慎重に対応し
ていく必要がある。
　第二に、地域によって、農業の規模化経営の限界が異なっている点に留意する必要があ
る。農業近代化以前、産業発展と人口増加の間には今のような緊張関係はなかった。しか
し、農業近代化以降、過密な労働力と希少な土地資源の構造的な緊張関係が解けない限り、
農業労働力の移転規模も抑制されている。当面は１戸（世帯）当たり7.8ムーの平均経営耕
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地面積は「適度規模経営」とは程遠い。それにしても、数百ムー、ないし数千ムー以上の
大規模経営が中国農業の主役になるという観点は唐突な話であるが、地域ごとに「適度規
模経営」の限界は必ずしも一致していない。農業経営規模の拡大に影響される要因は非常
に複雑である。政府の意向は政策目標の達成に大きな役割を果たしているが、決定的な要
因ではないということは日本の事例でも検証される。
　第三に、農家にとっては、「適度規模経営」を維持するため、住居地域に非農業産業の推
進が重要である。前述したように、中国は今後長い間、農家１戸当たりの経営面積はたか
だか50ムーほど、或いは、数十ムーにしかならないと思われる。この程度の経営規模があ
れば、農業をやめずに兼業活動へと参入する余裕ができ、安定した収入も得られる。中国
の農村住民は、都市住民との間に昔から深刻な格差があったが、農業以外の仕事をして初
めて裕福になる兼業農家も増えてきた。今のように農家に対する補助金支援はもちろん必
要であるが、農村地域の非農業産業の推進も重要であると考える。こうすれば、農家は居
住地の近くに非農業就業の場を創出することができ、人口流出に歯止めをかける「一石二
鳥」の策になるだろう。
　つまり、中国における大規模農業の展開については、「適度規模経営」に対する正しい認
識のもとで行わなければならない。ポイントとしては「適度規模経営」の面積を推定する
定量的な結果ではなく、その定性的な結論の応用価値が重要である。「適度規模経営」を推
進するには、社会安定と食糧安全、地域ごとの営農条件、農民の居住と就業など、農業規
模化経営に影響を与える諸要因を配慮した上での「適地適策」の模索が不可欠であろう。
　とくに、「適度規模経営」の面積について、より精確な状況を把握するには、具体的な地
域に立ち入って、現地調査と実証分析を行うことも必要になるであろう。
　なお、本稿において、おおむね農家について論じたが、農業の規模化経営を展開してい
る際、農業産業化を牽引する営農企業や農民専業合作社などの組織の役割も無視できない。
今や組織経営であれ、家庭経営であれ、ほとんどの農業事業者が経営規模の拡大を求めて
いる。そのため、営農企業や農民専業合作社など、中国の農業近代化を推進する組織経営
の形態も考察する必要がある。これらを今後の課題として次稿で検討したい。

注
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ベルもそれぞれ相違して、経営規模も差異がある。

48�）当該意見の目的は、現段階で農村土地制度改革を深化し、農民の土地請負経営権、土地経営権を流

転する意志を順応し、土地請負経営権が請負権と経営権に分けられ、所有権、請負権、経営権の分

置・並行を実行し、農業現代化の推進に力を入れる。
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